
熊本県養育医療給付に要する費用徴収実施要領 

 

第１ 徴収月額の決定 

 母子保健法(昭和４０年法律第１４１号）第２０条の規定による養育医療給付に要する費用

につき、同法第２１条の４第１項の規定により第２０条第１項に規定する養育医療を受けた

未熟児又は扶養義務者から徴収する額（以下「徴収月額」という。）は、原則として当該未

熟児の属する世帯の前年分の所得税額等に応じて、別表１の徴収基準額表に定められた徴収

基準月額（以下「徴収基準月額」という。）により算定した額で決定する。ただし、当該未

熟児の措置に要した費用について徴収する額は、県の支弁額又は費用総額から医療保険各法

及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による負担額を差し引いた額

を超えないものとする。 

 

第２ 徴収月額の決定の特例 

１ Ａ階層以外の各層に属する世帯から２人以上の未熟児が、同時に別表１の徴収基準額表

の適用を受ける場合は、その月の徴収基準月額（２による日割り計算後の額）の最も多額

な未熟児以外の未熟児については、同表に定める徴収基準加算月額によりそれぞれ算定す

るものとする。 

 

２ 入院期間が１箇月未満のものについては、徴収基準月額又は徴収基準加算月額につき、

次の算式による日割計算によって決定する。（ただし、Ｄ１４階層を除く。） 

 

     徴収基準月額         その月の入院期間  

        又は    ×  

     徴収基準加算月額       その月の実日数    

 

３ 未熟児に民法８７７条に規定する扶養義務者がないときは、徴収月額の決定は行わない

ものとする。ただし、未熟児本人に所得税又は市町村民税が課せられている場合は、本人

につきこの実施要領に定める扶養義務者の徴収月額の方法に準じて徴収月額を決定するも

のとする。 

 

第３ 世帯階層区分の認定 

１ 認定の原則 

  世帯階層区分の認定は、当該未熟児の属する世帯の構成員及びそれ以外の者で現に未熟

児を扶養しているもののうち、当該未熟児の扶養義務者のすべてについて、その所得税の

課税の有無等により行うものである。 

 

２ 認定の基礎となる用語の定義 

（１）「未熟児の属する世帯」とは、当該未熟児と生計を一にする消費経済上の一単位を指

すのであって、夫婦と未熟児が同一家屋で生活している標準世帯はもちろんのこと、父

が農閑期で出稼ぎのため数箇月別居している場合、病気治療のため一時土地の病院に入

院している場合、父の職場の都合上他の土地で下宿し時々帰宅することを例としている

場合などは、その父は未熟児と同一世帯に属しているものとする。 

（２）「扶養義務者」というのは、民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条に定められ

ている直系血族（父母、祖父母、養父母等）、兄弟姉妹（ただし、就学児童、乳幼児等



１８歳未満の兄弟姉妹で未就業のものは、原則として扶養義務者としての取扱いはしな

いものとする。）及びそれ以外の三親等内の親族（叔父、叔母等）で家庭裁判所が特別

の事情ありとして、特に扶養の義務を負わせるものである。ただし、未熟児と世帯を一

にしない扶養義務者については、現に未熟児に対して扶養を履行している者（以下「世

帯外扶養義務者」という。）のほかは、認定に際して扶養義務者としての取扱いをしな

いものとする。 

（３）「均等割」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に

規定する均等割の額をいい、C2 階層における「所得割」とは、同項第２号に規定する所

得割（所得割の計算に当たっては、同法第３１４条の７、同法第３１４条の８、同法附

則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は、適用しない。）

の額をいう。 

（４）「所得税額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）、災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和

２２年法律第１７５号）の規定及び平成２３年７月１５日雇児発０７１５第１号厚生労

働省雇用均等・児童家庭局長通知「控除廃止の影響を受ける費用徴収制度等（厚生労働

省雇用均等・児童家庭局所管の制度に限る。）に係る取扱いについて」によって計算さ

れた額をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとす

る。 

  ア 所得税法第７８条第１項（同条第２項第１号、第２号（地方税法第３１４条の７第    

   １項第２号に規定する寄附金に限る。）、第３号（地方税法第３１４条の７第１項第 

   ２号に規定する寄附金に限る。）に規定する寄附金に限る。）、第９２条第１項、第     

   ９５条第１項、第２項及び第３項 

  イ 租税特別措置法第４１条第１項、第２項及び第３項、第４１条の２、第４１条の３

の２第１項、第２項、第４項及び第５項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の１

９の３第１項及び第２項、第４１条の１９の４第１項及び第２項並びに第４１条の１

９の５第１項 

  ウ 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成１０年法律第２３号）附則第１２条 

（５）前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない場合の取扱いにつ

いては、これが判明するまでの期間は、前々年分の所得税又は前年度の市町村民税によ

ることとする。 

 

３ 認定の基礎 

（１）扶養義務者、未熟児の属する世帯の構成、世帯外扶養義務者等については申請書に添

付される熊本県未熟児養育医療給付事務取扱要領に基づく様式第３号の世帯調書（以下 

「世帯調書」という。）によって把握するものとする。 

   なお、必要な場合は、児童福祉司、社会福祉主事又は児童委員の意見を聞く等により、

確認するものとする。 

 

４ 認定方法 

  世帯階層の認定は、扶養義務者について判定された階層区分に基づき行うものとする。 

（１）扶養義務者の階層区分の判定 

   扶養義務者（世帯外扶養義務者を含む。以下第３の４及び５において同じ。）のすべ

てについて、次により、階層区分の判定を行う。 

  ア 現在生活保護法による被保護者（生活扶助、医療扶助等の扶助を単給又は併給とし



て受けている者をいう。）はＡ階層（以下「ａ」という。）として判定する。 

  イ ａとして認定される場合を除いて、当該年度において市町村民税非課税の者は、Ｂ

階層(以下「ｂ」という。）として判定する。 

  ウ ａ又はｂとして判定される場合を除いて、前年分所得税が課税されていない者は、

Ｃ階層(以下「ｃ」という。）として判定する。 

  エ ａ又はｂとして判定される場合を除いて、前年分所得税が課税されている者は、ｄ

として判定する。 

（２）世帯の階層区分の認定 

   未熟児の扶養義務者の階層区分に応じて、未熟児の属する世帯の階層区分を認定する。

扶養義務者の階層区分がａのとき、その世帯はＡ階層、以下同様にｂのときＢ階層、ｃ

のときＣ階層、ｄのときＤ階層として認定する。ただし、２以上の異なる階層の扶養義

務者がいる場合は、次の例のより世帯を確定する。 

  ア ａとして認定された者が一人でもいるときは、その世帯はＡ階層として認定する。 

  イ ａとして認定された者がいない場合ｄとして認定された者が一人でもいるときはＤ

階層として認定する。 

  ウ ａ又はｄとして認定された者がいない場合ｃとして認定された者が一人でもいると

きはＣ階層として認定する。 

  エ ｂとして認定された者のみがいる世帯をＢ階層として認定する。 

 

５ 世帯階層の細区分 

  世帯階層の細区分については、別表１の「徴収基準額表」の「世帯階層(細）区分」の欄

に定めているところであるが、Ｃ階層及びＤ階層については、次により世帯の細区分を行

い、細区分された階層を未熟児の属する世帯階層とする。 

（１）Ｃ階層については、「世帯調書」に添付されているｃとして判定された扶養義務者の

市町村民税状況（均等割のみか、所得割も課せられているかの状況）を明らかにして市

町村長の証明書により、次のとおりＣ１階層又はＣ２階層に細区分を行う。ただし、ｃ

として判定された扶養義務者が２人以上いて、それぞれＣ１階層及びＣ２階層に細区分

される場合、Ｃ２階層として認定する。 

  ア Ｃ１階層…ｃとして判定された扶養義務者の市町村民税が、均等割のみ課税されて

いる場合をいう。 

  イ Ｃ２階層…ｃとして判定された扶養義務者の市町村民税が、均等割及び所得割を課

税されている場合をいう。 

（２）Ｄ階層については、ｄとして判定された扶養義務者の所得税額によって、次のとおり

Ｄ１階層からＤ１４階層までに細区分を行うものとするが、所得税を課せられている扶

養義務者が、未熟児の属する世帯内に２人以上いるときは、それぞれの扶養義務者の所

得税額を合算した額をもって、その世帯の所得税額とする。 

 

   所得税額               階層区分 

   １５，０００円以下          Ｄ１階層 

１５，００１～   ４０，０００円        Ｄ２ 〃 

４０，００１～   ７０，０００円        Ｄ３ 〃 

７０，００１～  １８３，０００円     Ｄ４ 〃 

１８３，００１～  ４０３，０００円    Ｄ５ 〃 

４０３，００１～  ７０３，０００円    Ｄ６ 〃 



７０３，００１～１，０７８，０００円    Ｄ７ 〃 

１，０７８，００１～１，６３２，０００円  Ｄ８ 〃 

１，６３２，００１～２，３０３，０００円  Ｄ９ 〃 

２，３０３，００１～３，１１７，０００円  Ｄ１０〃 

３，１１７，００１～４，１７３，０００円   Ｄ１１〃 

４，１７３，００１～５，３３４，０００円  Ｄ１２〃 

５，３３４，００１～６，６７４，０００円  Ｄ１３〃 

６，６７４，００１円以上          Ｄ１４〃 

 

６ 再認定 

  養育医療の給付継続中に、認定の基礎となる扶養義務者所得税額等に変動の生じた場合

は、原則として、申請者の届出に基づき確認のうえ、変動の生じた日の属する月の翌月か

ら適用して再認定を行うものとする。 

（１）扶養義務者、未熟児の属する世帯構成等の変動の有無についての調査確認は、申請者

の届出のないかぎり、各月行う必要はない。 

（２）所得税額等の変動の有無についての調査確認は、Ａ階層については、各月の初日に行

う必要があるが、Ｂ、Ｃ、Ｄ階層については、各月行う必要はない。                                                    

第４ 徴収 

  徴収は、原則として未熟児の属する世帯の扶養義務者に対して行い、その世帯に属する扶

養義務者がない場合のみ世帯外扶養義務者に対して行うものとする。 

 徴収月額は、熊本県会計規則(昭和６０年熊本県規則第１１号）に従い、原則として診療日

の属する月の末日ごとに納入告知書を発行し、これを徴収すること。この場合において当該

未熟児の扶養義務者に対し、当該医療の給付に要した費用も併せて通知すること。 

 

 

   附 則 

 この要領は、昭和６２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、昭和６２年１０月１日から施行し、改正後の熊本県養育医療の給付に要する

費用の徴収実施要領は、昭和６２年１０月支払分の医療費の給付に要する費用から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、昭和６３年５月１日から施行し、改正後の熊本県養育医療の給付に要する費

用の徴収実施要領は、昭和６３年５月支払分の医療費の給付に要する費用から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２年４月１日から施行し、改正後の熊本県養育医療の給付に要する費用

の徴収実施要領は、平成２年４月支払分の医療費の給付に要する費用から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成９年１０月８日から施行し、改正後の熊本県養育医療の給付に要する費

用の徴収実施要領は、平成９年４月１日から適用する。 

 



   附 則 

 この要領は、平成１３年３月３０日から施行し、改正後の熊本県養育医療の給付に要する

費用の徴収実施要領は、平成１２年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２０年７月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２４年７月１日から施行する。 

 

 


